
1

14.9

　東日本大震災から3 年が経過し、東海、東
南海、南海地震などの大震災が予測される中
で、国土強

きょう

靭
じん

化に向けた取り組みが始まってい
ます。地方の立場からは、一極集中の国土構
造のぜい弱性を是正するために、各地域の特
性を生かした分散型でバランスの取れた国づく
りを主張していくことが大切ではないでしょう
か。
　北海道では2012年 3月に「北海道バックアッ
プ拠点構想※1」を打ち出していますが、民間部
門では道央圏を中心にBCP※2によるリスク分
散立地という動きが見られています。特に、13
年10月末にはアクサ生命保険㈱（以下、アク
サ生命）が本社機能の一部を札幌に移転する
ことが報道され、バックアップ拠点構想を推進
する上で大きな弾みになりました。
　そこで、今回はアクサ生命の執行役で危機
管理・事業継続部門長である小笠原隆裕氏に、
本社機能移転の経緯や北海道への期待などに
ついてうかがいました。

（インタビュー日：2014年 5月20日）

企業の事業継続と北海道の役割

※１  北海道バックアップ
拠点構想

2012年 3 月に北海道が公
表した構想。今後高い確
率で想定される首都圏等
の大災害時に備えて、首都
圏機能を地方に分散してい
く必要性と、そのバックアッ
プ拠点としての北海道の役
割の大きさと具体的な取り
組みの方向性を提示してい
る。北海道の優位性を生
かしたバックアップ機能と
しては、食料・水の安定供
給、エネルギーの安定供
給、国内分散型の産業活
動の拠点形成など 6 項目
が掲げられている。

※２　BCP
（Business Continuity Planning）

事業継続計画。災害や事
故等が発生し、事業活動
が一時的に低下した場合
でも、中核となる事業につ
いては継続させるととも
に、回復時間をできる限り
短縮させ、できる限り早期
に事業活動を回復させるた
めの計画。

アクサ生命保険株式会社執行役、
広報部門長兼危機管理・事業継続
部門長
Takahiro Ogasawara

小笠原隆裕氏

インタビュー
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使命は、お客さまをお守りすること

――まず、アクサ生命の概要と企業理念などに
ついてお聞かせください。

小笠原　当社は世界中に1億200万人のお客さ
まを抱えるAXA（以下、アクサ）グループの一
員です。アクサは世界最大級の保険・資産運用
グループで、本拠地はフランス。従業員も全世
界に約16万人います。アクサグループには生
命保険と損害保険のほかに、お客さまからお
預かりした資金を運用するアセットマネジメン
ト部門があり、その三つの柱で事業を行って
います。
　当社は1994年に設立されましたが、34年に
設立された日本団体生命とアクサグループが包
括的資本提携に合意し、2000年に日本団体生
命と経営統合、09年にはウインタートウル・ス
イス生命を合併し現在に至っています。日本に
はほかに自動車保険でおなじみのアクサダイレ
クト、そしてインターネットをベースにしたアク
サダイレクト生命があります。日本におけるア
クサグループの保有契約件数は約490万件（12
年度）、お客さまは約200万人です。
　アクサの特徴は、世界56カ国で事業展開し
ていることですが、本拠地フランスのほか、
アメリカ、イギリス、地中海、中南米、北欧・
中欧及び東欧、アジアと世界中に分散してい
ます。どこか1カ所で巨大な利益を上げてい
るのではなく、効果的に分散していることが
大きな特徴です。また、世界最大のブランド
コンサルティング会社インターブランド社が発
表しているブランド力ランキングで、 5 年連続
で保険ブランドのナンバー1の評価を受けて
います。
　私たちの使命は、長期的にお客さまをさまざ
まなリスクからお守りして、安心安全をお届け
することです。このために、当社が特に重要視
しているのが、「カスタマーセントリシティ（お

客さま中心主義）」と「信頼と成果を重視する
企業文化の醸成」です。前者は、常にお客さ
まの視点に立って企業経営を行い、よりよい商
品を開発したり、サービスをご提供するという
考え方です。また、後者は、健全で柔軟性が
高く、イノベーション（革新）を生み出すような
企業文化を創り出していこうというものです。
その二つの考え方がすべての経営方針に貫か
れています。
　お客さまへの販売チャネル（販路）は、お客
さまにより多くの選択肢を持っていただきたい
ということからマルチチャネルの体制をとってい
ます。当社専属の営業社員は 2 種類で、一つ
は全国511カ所（13年 6月現在）の商工会議所
と協力している「商工会議所共済・福祉制度
推進スタッフ（通称CCI）」と、個人や中小法人
を担当する「ファイナンシャルプラン アドバイ
ザー（通称FA）」です。このほかのチャネルに
は、大企業や官公庁などを担当する法人営業、
代理店営業、銀行などの金融機関を通じた窓
口販売のチャネルがあります。
　商品面では、死亡保障と医療保障に重きを
置いており、例えば、がん治療や就業不能保
障など、変化するお客さまのニーズをとらえた革
新的な商品や特約が好評です。

――保険会社であるが故に、リスク管理で特
に気をつけていることがあるでしょうか。

小笠原　私どもは、お客さまから保険料という
形で長期にわたって資金をお預かりすることに
なりますが、お客さまが具体的にサービスを受
けるのは、契約から随分と時間が経ってからと
いうことも少なくありません。しっかりとしたリ
スクマネジメントができていないと、事業が成り
立ちませんから、リスクに対しては最も敏感で
あるべき業種です。
　普段の業務の中でも、金利の変動といった
ファイナンシャルリスクやオペレーションエラー
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のリスク、レピュテーション（評判）など、さま
ざまなリスクがあります。そこで、それらを全
体で統合して、リスクをチェックするチームがあ
ります。当社は、10年近く前からチーフリスクオ
フィサー（リスクマネジメント担当責任者）を置
き、アクサグループの先進性を取り入れながら
強固なリスクマネジメントの体制を構築してきて
います。

東日本大震災への対応と札幌本社設立の背景

――東日本大震災直後の社内は、どのような
状況でしたか。また、あのような非常事態にど
のように対応されたのでしょうか。

小笠原　当社には全国に拠点がありますが、
中でも東北は当社にとって最も重要なマー
ケットの一つです。特に沿岸部には多くのス
タッフがおり、9 軒のオフィスが倒壊するなど、
東日本大震災のインパクトはかなり大きなも
のでした。
　当社で非常事態の際に原則として掲げてい
るのが、まず従業員とその家族の命を守ること
です。従業員は会社にとって最も重要な「人財」
であり、何よりもこれが最優先です。二番目は、

お客さまをお守りすること。私たち保険会社は
お客さまが最も私たちを必要とする瞬間に、寄
り添い、必要なサポートを最大限にご提供する
責務があります。その次に重要なのが、お客さ
まとビジネスパートナーの皆さまに中断すること
なくサービスをご提供すること、つまり事業継
続です。
　私どもの本社は東京にありますので、万が一
の際にも事業を継続する体制ができるように、
震災直後に福岡にバックアップオフィスを開設
し、そこに120人の社員を送りました。一方で、
東北の被災地へのサポートを行う必要がありま
した。もちろん、東京本社でのオペレーション
もきちんと継続する必要があります。つまり、
当時は会社が大きく分けて本社を守るチーム、
東北入りしてサポートするチーム、バックアップ
機能を立ち上げる福岡のチームと、三つに分か
れたことになります。これはかなり複雑なチャ
レンジで、バックアップの体制をあらかじめ取っ
ていれば、お客さまへのサポートをさらに充実
してお届けできたと考えています。また、東京
と福岡でのダブルオペレーションを突貫的に立
ち上げるのはリスクも高く、あらかじめバック
アップを構築しておく重要性というものも痛感し
ました。

企業の事業継続と北海道の役割

震災直後の2011年 4 月 5日、被災地の気仙沼営業所にヘリで駆け付けたアクサグループ会長兼CEOアンリ・ドゥ・キャ
ストゥル氏（左から 4 人目）、アクサ生命社長兼CEOジャン＝ルイ・ローラン・ジョシ氏（左から 3人目）、アクサグルー
プCOO（BCM担当）ヴェロニク・ヴェイル氏（左）、アクサ生命副社長幸本智彦氏（左から 5人目）
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　その後東京の安全が確保されたので、半年
ぐらい後には福岡のバックアップオフィスを撤収
しましたが、その時にはすでに本社機能を分け
る検討を始めることになっていました。オペレー
ションの継続性が担保された状態でなければ、
どこかで非常事態があっても、そのサポートを
十分に行えない可能性が潜在することに気付い
たからです。そこで、仮に本社が二つあれば、
どちらかに非常事態が起こってもお互いにサ
ポートし合うことができるだろうと考えました。
それが「札幌本社」を設立する論点の出発点
です。
　企業経営の観点からは、BCPの優先順位
は平時ではどうしても低くなるのですが、当時
はどんなことがあっても事業を中断してはいけ
ないという思いで、福岡のバックアップオフィス
を開設しました。この判断に対して多くのお客
さまから評価をいただきました。これも事業継
続の重要性を改めて認識するよい機会となりま
した。
　民間企業が地方移転する要因の多くはコスト
削減などでしょうが、当社の今回の札幌の場合
は純粋に事業継続性を担保するために意思決
定しました。当然、重複するコストも出てきま
すが、これは必要な投資だと考えています。ま
た、最終的な意思決定には、本国のフランスも
サポートしてくれました。

――グループの本拠地であるフランスサイドの
東日本大震災直後の対応は、どんな様子だっ
たのでしょう。

小笠原　アクサグループは56カ国で事業展開し
ていますから、もともとリスクに対して非常に感
度が高いのです。極端にいえば、世界を見渡す
といつもどこかの地域で何らかのリスクが生じ
ているといえます。したがって、危機管理のマ
ネジメントはとても成熟していて、本国グループ
ではすでに確立した手法を持っています。

　例えば、東日本大震災直後の環境下でも、
われわれに対して報告を求めてきたことはあり
ません。われわれは求められなくても報告して
いましたが、「あれはどうした」「これはどうし
た」という問いかけがないのです。危機が起
こっている現場をわずらわせてはいけないとい
う考え方が定着しているのです。
　逆に、「必要なものはないか」「われわれがで
きることはないか」と聞いてくれました。グルー
プを通じて安定ヨウ素剤や防護服、線量計な
どの防護キットを手配してくれたり、グループの
従業員から寄付をいただいたり、非常にありが
たかったです。

――グローバルに展開しているが故に、さまざ
まな経験があり、広い視野でリスクに立ち向か
うノウハウが蓄積されていたのですね。

小笠原　一番大きな原動力は、お客さまをお
守りするという使命感です。お客さまをお守り
するために何ができるかを突き詰めていくと、
本社機能を分けるべきだと考えました。コール
センターだけを移すなどの選択肢もありますが、
われわれはお客さまをはじめ、外部と接点があ
る部分はすべて分けようと考えました。「札幌本
社」が稼働すれば、大きな災害があって東京で
業務が全くできなくなっても、札幌の処理能力
で重要業務の50％が処理できるようになり、事
業が中断されるような事態にはなりません。

北海道、札幌を選んだ理由

――今回、一番お聞きしたかったのは、本社
機能の移転先になぜ北海道、札幌を選んでい
ただけたのかということです。新聞では、候補
地は全国100カ所ほどあったと報道されていま
した。

小笠原　第一に申し上げたいことは、東京が
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危険だとか、北海道がいいとか、そういう議論
ではありません。われわれが最も問題だと考え
ていたのは、東京という一つの場所に集中して
いることでした。
　本社機能を担うオフィスをどこに配置するか
を考える上では、エネルギーや労働供給力、自
然災害に関するリスク、行政の関与やサポート
など、いろいろな要素を検討しましたが、北海
道は常にどの要素でも候補の中に入っていまし
た。また、北海道の人口は約540万人で、かな
りの数の大学や専門学校、短期大学があり、
現地雇用の点でも安心感がありました。
　本社機能を札幌に移転するためには、100人
を超える規模で社員を東京から移すことになり
ます。経験のある社員に異動してもらい、その
ノウハウを現地で雇用した人たちに伝えていく
ことが必要なので、社員が「行ってみたい」と
思う地域でなければならなかったということも
あります。いろいろな点で、札幌は非常に魅力
的な地域でした。
　よく質問されるのは、札幌本社設立に当たっ
てどうやって社内の意思決定をしたのか、どう
やって社内を調整したのかということです。こ
れに対する回答はシンプルで、お客さまをお守
りするという使命を果たすことの重要性は社内
できちんと認識されていますので、この必然性
は調整といったものを必要としないレベルのも
のだからです。もちろん投資のタイミングやサイ
ズという点では議論を重ね、今回の50％の処理
能力の遂行を目指す体制を14年中に作り上げる
という意思決定を経営会議で行いました。

――札幌本社は、どのような体制になるので
しょうか。

小笠原　札幌にはコールセンターとごく一部の
カスタマーサービスの機能をすでに置いていま
した。これに、新契約査定や保険金・給付金
の査定・支払部門など、保険会社としての使命

を果たすための事業継続上の重要な機能と人
員を拡充していきます。14年度末までに段階的
に人員の異動を行って、札幌本社は社員120人
体制とし、派遣社員や業務委託などの取引先
のスタッフを含めると総勢400人を超える規模
になる予定です。事業拠点の分散化と重要業
務の移転で、事業の継続性を飛躍的に強化で
きることになり、お客さまへのサービスを継続
的に提供できる体制がしっかり整います。
　すでに約40人が東京から移り、札幌で業務
を始めているほか、秋には残り80人が異動して
くる予定です。その後、オペレーションの事前
テストを行い、11月には札幌本社として業務を
開始する予定です。

――札幌への本社機能移転を決断する過程で、
課題や不安要素はなかったのですか。

小笠原　これまで東京で業務を担ってきた社員
を異動させることになるので、社員のモチベー
ションやオペレーションのクオリティーを担保し
た状態で事業が継続できるかなど、不安がな
かったわけではありません。だからこそ段階的
な異動を行ってきたのですが、すでに異動した
40人の仕事ぶりを見ていると、その不安は解消
されました。通勤時間は短いですし、暮らしに
も満足しているようです。
　また、社員については現地採用も進めていま
すが、優秀な人材確保という点でも全く懸念は
ありません。 4、 5月に現地採用の面接をしま
したが、未経験者を含めて募集をかけたところ、
応募が殺到して、各部長たちが書類選考でか
なり悩んだほどでした。

――では、札幌本社が稼働した後の課題など
はないのでしょうか。

小笠原　今後は、当社だけでなく、取引先も
含めて、実際に何かあったときのためのテスト

企業の事業継続と北海道の役割
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とリハーサルをさらに充実させていきます。札
幌でオペレーションができているという状況だ
けでなく、有事の際にバックアップとして単独
で機能するかどうかを検証しなければなりませ
んから、これは来年にかけて実践していく予定
です。
　BCPにはホットサイト（人員が常駐したオペ
レーションを行っているサイト）、コールドサイト
（インフラのみを準備しておき有事の際に人員を
移動してオペレーションを開始するサイト）の2
種類があります。私どもの札幌本社は主にホッ
トサイトとして各機能が集約されていますが、
中にはコールドサイトとしてのファンクションもあ
ります。例えば、広報など小さなチームは 2 拠
点で分割することが非効率になります。こうし
た機能については、普段は東京本社で業務を
担いますが、有事の際には札幌本社であらか
じめアサイン（割当）されトレーニングを受けた
社員が担当を引き継ぐ形となります。こうした
コールドサイトの機能については、いろいろな
マニュアルやトレーニングが必要で、今、その
マニュアルなどを作っているところです。今後は
それらのリハーサルもあるので、まだまだやる
ことがたくさんあります。

北海道への期待

――札幌移転を決定して、北海道や札幌の印
象などは変わりましたか。

小笠原　まず、想像以上に北海道の皆さまに
温かく迎えていただき、とても感謝しています。
非常に歓迎していただいており、個人的にも驚
いています。
　道庁や札幌市役所の企業立地担当の皆さま
からは、札幌に異動する社員の暮らしに関する
細かな配慮や情報提供などをいただいており、
とても助かっています。行政の皆さまとは非常
に有効な連携関係ができていると思っていま
す。まだ東京からの残り80人の異動と現地採用
がありますので、行政の皆さまには今後もご協
力をいただければと思っています。
　また、道民の皆さまで、当社で働いてみたい
という人がいらっしゃれば、いつでも門戸は開
いていますので、ぜひお問い合わせいただけれ
ばと思っています。

――北海道ではリスク分散に向けた企業立地
を推進していますが、この点について、何かア

2013年11月 1日の「札幌本社」設立発表記者会見（写真左から、高橋はるみ北海道知事、幸本智彦アクサ生命副社長、
小笠原隆裕アクサ生命執行役、上田文雄札幌市長）
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その思いがようやく形になったといえます。民
間企業の立場から、東京に集中している機能
を地方に分散させる意義や政策について、どう
思われますか。

小笠原　実は当社はどちらかというと、大都市
よりも地方都市での営業基盤が強いという特
徴があります。また、当社の哲学の一つに、事
業展開している地域コミュニティに貢献をすると
いう考え方があります。その点では、地方をど
う考えるのかということは、普段のビジネスの
中でも非常に重要な要素になっています。
　われわれのような一民間企業は、都市と地方
の格差をどうするべきかを申し上げる立場には
ありませんが、当社は先ほど申し上げたように
全国の商工会議所とは太いパイプがあります。
これまで、そのような公益経済団体と一緒に
なって地域経済を盛り上げたり、商品でも医療
格差を埋めるために医療関係のアシスタンス
サービスを商品に付帯させるなど、地域をサポー
トしたいという思いからさまざまな取り組みを進
めてきました。
　リスク分散という意味でも、各地に民間企業
が移転する動きは大切だと思っていますし、わ
れわれも本社機能を移転する決定をした北海
道にバックアップ拠点構想があったことは、非
常にありがたいと感じています。なぜオフィスを
分けるのか、札幌本社を設立するのかというこ
とを一から説明する必要がありませんし、先ほ
どお話しした有事の際に東京から人を移送させ
る手段についても、道庁の方に少しお話しした
だけで、何を意図しているのか、すぐに分かっ
ていただけました。地元自治体のサポートは非
常に心強いと思っています。

――東日本大震災後、企業のリスク分散や本
社機能移転の動きをどのように感じていますか。

小笠原　あれだけのことがあった後ですから、

ドバイスはありますか。

小笠原　先ほどお話ししたように、札幌本社で
重要業務の50％が処理できるようになります
が、逆にいうと、東京で重要業務が一切でき
ない場合には、残り50％の業務を担うために、
東京から札幌に社員を移送しなければなりませ
ん。東京本社では、すでに誰が札幌に行くの
かが特定されています。ところが問題は移送手
段です。東日本大震災の経験からも移送手段
を探すのは大変ですから、この点では行政の
サポートに期待しています。例えば、物資を運
んだ航空機の帰りの便に社員を搭乗させてもら
うなどの機動的な対応をお願いできればと思っ
ています。
　ホットサイトを2カ所設けることで、どうして
もコストが上がってしまいますから、万が一の
際にそのようなサポートがあれば、リスク分散
立地の大きな差別化にもなると思います。「自
然災害リスクのある地域から遠い」というメリッ
トに加えて、企業が魅力的だと思えるサービス
を提供していくことが大切だと思います。
　当社の事例は複雑で分かりにくいと思います
が、他の企業誘致にうまく活用していただいて、
地方の活性化や地域の新しいモデルにしていた
だきたいとも思っています。当社もそのための
協力は惜しみません。
　札幌本社が動き出すことで、北海道、札幌と
は長期的にかかわっていくことになりますから、
道民の皆さまにはアクサ生命に関心を寄せてい
ただきたいとも思っています。お客さまのニーズ
の進化に合わせた保険商品やサービスがたくさ
んありますので、ぜひわれわれのお客さまのお
一人になっていただきたいと思います。

民間企業のリスク分散の動きから

――北海道ではバックアップ拠点構想を打ち出
してきましたが、貴社の札幌本社設立決定は、

企業の事業継続と北海道の役割
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有事の際の対応をもう一度確かめることは重要
です。また、計画していることが絵に描いた餅
になっていないかどうかを確認することも必要
です。現実との間にギャップがあれば、次にど
のような投資をすべきかという判断を行わなけ
ればなりません。ただ、大震災から3 年経過し
ているので風化とまではいいませんが、注目度
合いが落ちているのは事実で、投資するにもな
かなか判断できない状況になっているように思
います。
　また、自分の会社だけではなく、取引のある
仕入れ先やアウトソーシングしているベンダー
（サービスの供給者）といったビジネスパート
ナーも含めて事業継続体制ができているかを
検証していくことが重要になります。今回、当
社も本社機能を移転することになって、すべて
の業務やデータを見直しました。例えば、印刷
会社にあるデータのバックアップはどうなってい
るかなど、かなり細かなところまでたどっていく
と、その相手先はかなりの数になりました。こ
れは、実際にやってみて初めて分かったことで
した。

――会社という組織を改めて見直す一つの契
機になるわけですね。

小笠原　会社経営や事業運営のプロセスをす
べて見直すという点でも、非常によい機会にな
ると思います。

――貴社のような外資系企業の方が、リスク分
散への意識が高いように感じるのですが。

小笠原　日本の企業は国内での歴史が長いの
で、その中である程度の手当てができていると
いうことかもしれません。外資系企業はリスク
への感度が高いということと、一方でそこへの
準備が過去には十分に実施できなかったという
こともあり、その違いがあるのかもしれません。

――貴社の札幌本社設立の動きを、ぜひこれ
からの北海道の活性化につなげていきたいと
考えています。

小笠原　私も札幌本社設立時には、札幌本社
長に就任する予定ですので、地元財界の皆さま
ともお話ししながら、いろいろとお役に立ちた
いと考えています。
　当社の場合は、事業継続上重要な本社機能
を持つ部署が移転するので札幌本社と称して
いますが、企業によっては一部分のリスクヘッ
ジ※3をテーマにした方が誘致しやすいように思
います。例えば、コールセンターだけとか、製
造拠点だけとか、業種によって担保したい分野
は違うはずです。ですから、リスクヘッジした
い分野だけ北海道に、という売り込み方をす
れば、リスク分散立地にもバラエティが出てくる
はずです。当社の場合は、転勤で東京から社
員を連れてくる、現地で採用する、あるいは本
社の重要機能を移転するなど、可能性のあるパ
ターンをほとんど網羅していますので、われわ
れの経験を参考材料に活用していただければ
と思っています。

――今日はありがとうございました。11月の札
幌本社稼働を楽しみにしています。

聞き手　北海道大学公共政策大学院特任教授
　　　　小磯修二（こいそ　しゅうじ）

小笠原　隆裕（おがさわら　たかひろ）

1969年埼玉県生まれ。92年慶応義塾大学経済学部卒業後、第一勧業銀行
入行。仙台支店、兜町支店、人事部、本店営業部、米国ロチェスター大学
（人事部派遣）、みずほ銀行ITシステム統括部などを経て、2005年 1月にア
クサ生命に入社。ストラテジック・プログラム・オフィス、マーケティング
部門、戦略企画部門を経て、11年に執行役員戦略企画本部長に就任し、
アクサ  ジャパン  ホールディング㈱の執行役員戦略企画部門長を兼務。12
年からアクサ生命の執行役広報部門長兼危機管理・事業継続部門長、兼
アクサ  ジャパン  ホールディング執行役広報部門長兼危機管理・事業継続
部門長。14年11月の札幌本社設立時には、札幌本社長に就任する予定。
アクサグループの日本におけるチーフコーポレートレスポンシビリティオ
フィサーも兼務している。

P R O F I L E

※３　リスクヘッジ（Risk 
Hedge）

起こりうるさまざまなリス
クを回避したり、その大き
さを軽減するように工夫す
ること。 


